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（視　点）
　コロナ禍で低迷の続いていたインバウンド消費にようやく回復の兆しが見え始めてきた。22年入
り後、入国制限の段階的な緩和が続いており、訪日外客数が徐々に戻ってきているためである。本
稿では、日本のインバウンド消費が今後どのように回復していくのかについて、国別に見た訪日外
客数の動向や、為替の変動などを踏まえて品目別、都道府県別に展望した。

（要　旨）
⃝	コロナ禍で低迷していた訪日外客数は、22年3月から始まった入国制限の緩和を受けて少し
ずつ戻ってきており、これに合わせる形でインバウンド消費も先行き回復が見込まれる。

⃝	直近22年10月の訪日外客数はコロナ前の2割程度の水準であり、国別では韓国やベトナム、
欧米諸国の回復率が高くなっている。一方、中国や台湾などの回復率は低く、コロナ感染
症に対する出国制限の差が回復率の差として現れている。

⃝	もっとも、インバウンド消費は訪日外客数の動きに加えて為替相場の動向からも影響を受
ける。コロナ禍でどの国も「円安・自国通貨高」が大きく進んでおり、結果として1人あた
りの旅行支出も大幅に増加すると見込まれる。

⃝	こうした点を考慮して、23年のインバウンド消費を試算すると訪日外客数の戻りが限られ
る「客数未回復ケース」では、韓国や米国からの旅行者が主導する形で1.2兆円程度まで回
復すると見込まれる。一方、訪日外客数が19年水準まで戻る「客数回復ケース」では、中
国人客の復活などによってインバウンド消費は6兆円近くまで回復するとみられる。

⃝	さらに、品目別に23年のインバウンド消費を試算すると、客数未回復ケースでは宿泊費や飲
食費、交通費、娯楽等サービス費の回復が目立つのに対し、客数回復ケースでは買物代が大
幅に増加する結果となり、中国からの訪日外客数の影響などで対照的な動きとなっている。

⃝	都道府県別に試算してみると、客数未回復ケースでは中国地方や九州地方での回復が進む
一方、客数回復ケースでは東北地方や四国地方の回復がより進む結果となった。先行きイ
ンバウンド消費は客数未回復ケースから客数回復ケースへ徐々に移っていくと想定され、
都道府県によってそれぞれ回復パスに違いが生じることは認識しておく必要があろう。

⃝	インバウンド消費の回復遅れが見込まれる都道府県や、品目を取り扱う企業ではまず国内
観光客の需要取込みに注力していくことが求められる。他方、コロナ禍で大幅に円安が進
んだことから、1人あたり旅行支出の増加が予想される。訪日外客数の本格回復に備え、よ
り付加価値の高い商品やサービスを提供する準備を整えておく必要があろう。

調 査

23年インバウンド消費の展望
－中国などからの訪日客回復を前提とすれば19年水準を26％上回る試算－

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員
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1．回復の兆しが見え始めたインバウンド消費

　新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、インバウンド消費（訪日外国人消費）は一時消滅し

た。コロナ前の19年に3,188万人まで達していた訪日外客数は、20年に412万人、21年には25

万人と激減している（図表1）。そして、訪日外客数の急減に合わせる形でインバウンド消費も

19年の4.8兆円から、20年には0.7兆円、21年には0.1兆円と急減している（図表2）。旅行や宿泊、

運送、飲食・土産物関連といった観光業は深刻な影響を2年以上の長きに渡って受け続けてきた。

　しかし、22年に入ってこうした状況に少しずつ変化が出てきている。まず、3月に日本到着時

の隔離義務が緩和され、在外邦人の一時帰国が増加した（図表3）。その後も、1日あたりの入国

者数上限の引上げや、ツアー客の受入れ再開などが段階的に進められ、10月11日からは個人旅

行解禁や短期滞在者のビザ免除措置再開、入国者数の上限撤廃といった大幅緩和が実施に移さ

れている。かかる状況下、訪日外客数も少しずつ戻ってきており、直近22年10月は49.9万人

とコロナ直後の20年2月（108.5万人）の半分近くの水準まで回復している（図表4）。コロナ前

図表1　訪日外客数（暦年）
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図表2　インバウンド消費（暦年）
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図表4　訪日外客数（月次）
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図表3　入国制限緩和の流れ

（備考）各種資料より作成

22年3月 ・日本到着時の隔離義務を緩和

22年4月 ・	1日あたりの入国者数上限を7,000人から	
1万人に

22年6月 ・添乗員付きのツアー客限定で受入れ再開
・入国者数上限も2万人に

22年9月 ・添乗員を伴わないツアーの受入れを再開
・入国者数上限を5万人に

22年10月

・個人旅行解禁
・短期滞在者のビザ免除再開
・入国者数の上限撤廃
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の19年月平均（265.7万人）との開きは依然大きいものの、今後も入国制限の緩和が進んでいく

と予想されることから、インバウンド消費も持直しの動きを強めていくことになると考えられる。

2．インバウンド消費の23年試算

　では、こうした入国制限の緩和によって、インバウンド消費は今後どのような形で回復を遂

げていくのであろうか。ここでは訪日外客数の戻り具合や為替動向を国別にみることで、イン

バウンド消費の先行きを品目別・都道府県別に展望してみた。

（1）訪日外客数の回復率と23年試算

　まず、入国制限の大幅緩和が行われた直近22年10月の訪日外客数の動きを国別に細かく見

ていく。同月は全体で49.9万人の訪日外国人が日本を訪れており、なかでも韓国（12.3万人）

からの客数が最も多く、これに米国（5.3万人）、香港（3.6万人）、台湾（3.5万人）が続いて

いる（図表5の②）。コロナ前の19年10月は中国（60.6万人）、台湾（39.9万人）、韓国（19.4

図表5　訪日外客数の回復率と23年試算（国別）

（備考）1．19年10月及び19年の訪日外客数はクルーズ客を除いた人数
2．23年試算の訪日外客数（⑥）の全体は積上げ方式で算出
3．日本政府観光局（JNTO）資料、法務省「出入国管理統計」より作成
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外客数

【客数未回復】
（万人） （万人） （％） （万人） （％） （万人） （％） （ポイント）

②÷① ④×③ ⑦－⑤
全体 233.9 49.9 21.3 2,985.6 100.0 751.8 100.0 ＋0.0
韓国 19.4 12.3 63.4 556.9 18.7 352.8 46.9 ＋28.3
台湾 39.9 3.5 8.8 460.9 15.4 40.4 5.4 △10.1
香港 17.8 3.6 20.3 225.2 7.5 45.7 6.1 △1.5
中国 60.6 2.2 3.6 799.6 26.8 28.4 3.8 △23.0
タイ 14.5 3.4 23.5 131.7 4.4 30.9 4.1 △0.3
シンガポール 4.2 1.4 34.3 49.0 1.6 16.8 2.2 ＋0.6
マレーシア 4.9 0.9 18.1 49.8 1.7 9.0 1.2 △0.5
インドネシア 3.4 1.1 32.7 41.0 1.4 13.4 1.8 ＋0.4
フィリピン 6.5 1.5 22.9 61.0 2.0 14.0 1.9 △0.2
ベトナム 4.6 3.1 66.3 49.4 1.7 32.8 4.4 ＋2.7
インド 1.4 0.6 43.3 17.4 0.6 7.5 1.0 ＋0.4
英国 6.6 1.0 15.6 41.3 1.4 6.4 0.9 △0.5
ドイツ 2.6 0.9 34.4 22.9 0.8 7.9 1.1 ＋0.3
フランス 3.9 1.1 28.2 33.6 1.1 9.5 1.3 ＋0.1
イタリア 1.5 0.5 30.7 16.2 0.5 5.0 0.7 ＋0.1
スペイン 1.4 0.3 20.4 13.0 0.4 2.7 0.4 △0.1
ロシア 1.4 0.2 11.3 11.9 0.4 1.3 0.2 △0.2
米国 15.0 5.3 35.6 170.1 5.7 60.5 8.0 ＋2.3
カナダ 3.6 1.0 26.9 36.7 1.2 9.9 1.3 ＋0.1
豪州 5.0 1.2 23.4 61.1 2.0 14.3 1.9 △0.1
その他 15.8 4.9 31.1 137.0 4.6 42.7 5.7 ＋1.1
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万人）、香港（17.8万人）の順に訪日外客数が多かったことから、足元ではとりわけ中国から

の客数回復の遅れ（2.2万人）が目立つ（①）。同国では、感染封じ込めを狙うゼロコロナ政策

が行われており、出入国が厳しく制限されていることが大きく影響しているとみられる。

　次に19年10月と比べた22年10月の訪日外客数の回復率をみると、全体で21.3%となって

いる（③）。このうち最も訪日外客数の多い韓国の回復率は63.4%と、単月で3分の2近くの

客数が戻ってきている計算となる。同国では、出国規制や帰国時のPCR 検査義務が撤廃され

ており、これが回復の一因と考えられる（注1）。この韓国を上回る勢いで回復しているのがベト

ナム（66.3%）であり、他にもインド（43.3%）やインドネシア（32.7%）も高めの回復率となっ

ている。日本はこれらのアジアの国から技能実習生を数多く受け入れており、こうした人々が

入国制限の緩和を受けて日本へ戻ってきていることが回復に寄与しているとみられる。また、

米国（35.6%）やドイツ（34.4%）、イタリア（30.7%）といった欧米諸国の回復率も相対的に高い。

これらの国では他国に先行してコロナとの共存が図られ、出国規制の緩和が進んでいることが

回復を後押ししていると言えよう。他方、回復率が際立って低いのが中国（3.6%）と台湾（8.8%）

である。中国では先述のゼロコロナ政策が強い影響を与え、台湾では政府が日本の渡航警戒レ

ベルを「渡航の是非検討等」としていることが訪日外客数の回復を妨げているとみられ、コロ

ナ感染症に対する出国規制の差が回復率の差として現れている。

　なお、19年の訪日外客数（④）に22年10月の回復率（③）を掛け合わせたものを23年の訪日

外客数（客数未回復ケース、⑥）とすると、751.8万人と試算される（注2）。国別にみると、韓国（シ

ェア：46.9%）が19年時（同18.7%）からシェアを28.3 ポイントも高め、全体の半数近くを占

めることになることから、当面は同国が訪日外客数回復のけん引役を担うと思われる（⑧）。

一方、大きくシェアを落とすのが中国（シェア差：△23.0 ポイント）と台湾（同△10.1 ポイ

ント）である。訪日外客数がコロナ前の水準を回復するためには、両国からの客数回復が必要

不可欠であり、今後いつどのような形で出国制限が緩和されていくのか要注目である。

（2）円安考慮後の23年インバウンド消費

　もっとも、インバウンド消費はこうした訪日外客数の動きに加えて、為替相場の動向からも

影響を受ける。訪日外国人客が旅行費用を現地通貨から円貨に両替する場合、円高が進めば進

むほど得られる円貨は減少し、逆に円安が進めば進むほど得られる円貨は増加する。こうした

観点から、訪日外客数の多い国々の対円為替レートがコロナ禍でどのように動いたのかを確認

（注）1	．19年7月以降の日韓関係悪化により、韓国では訪日旅行を控える動きが強まり訪日外客数も減少傾向にあった。このため、
同時期と比べた22年10月の回復率は高めの水準になっている可能性がある。
2	．入国制限の大幅緩和が実施されたのは10月11日であり、1か月すべてに緩和の影響が及んでいない点には留意する必要が
ある。したがって、1か月すべてに大幅緩和の影響が及ぶ11月以降は回復率がより高まる可能性がある。
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したのが図表6である。

　直近22年10月と19年平均の対円為替レートを比較すると、どの国も10% 以上の「円安・自

国通貨高」が進んでいることが分かる。なかでも、ロシア（40.8%）や米国（34.9%）、香港（34.7%）

では、円に対する自国通貨の価値が大きく上昇している。これらの国では仮にコロナ前と同額

の自国通貨を日本に持ってきたとしても、円貨に両替することでより多くの日本円を受け取る

ことができるため、インバウンド消費の拡大へつながると期待される（注3）。

　実際に、コロナ禍での急激な円安進行によって訪日外国人1人あたりのインバウンド消費は

どれくらい増えることになるのだろうか。コロナ前の19年における1人あたり旅行支出を国別

にみると、韓国（76,138円）や台湾（118 ,288円）など日本と地理的に近い国では、日本での

滞在日数が少ないことなどが影響して少なめの金額となっている（図表7の⑨）。これに対し

て豪州（247,868円）や英国（241,264円）、フランス（237,420円）といった国々の場合、日本

と地理的に遠く長期休暇を取得して訪日する旅行者が多いため、滞在期間が相対的に長くなり、

結果1人あたり旅行支出も高額となっている。例外は中国である。同国は地理的には日本と近

いものの、19年の1人あたり旅行支出は212,810円と台湾や韓国の2倍近くに達している。こ

の差は主に買物代の違いから生じており、いわゆる中国人の爆買いが影響しているとみられる。

　こうした国別の違いを考慮した上で、19年の1人あたり旅行支出（⑨）に、円安変化率（⑩）

を掛け合わせたものを23年の1人あたり旅行支出（円安反映、⑪）とすると、最も支出額の大

きい豪州（306,372円）では58,504円の増加となった（⑫）。また、米国（255,585円）は他国

に比べて円安・自国通貨高がより進んでいるため、増加額は66,174円と大きくなっている。

一方、訪日外客数の戻りが速い韓国（84,020円）は、コロナ禍で10% 程度しか円安・自国通貨

（注）3	．ロシアでは円安・自国通貨高が大きく進んでいる。ただ、ウクライナ戦争の発生によってロシア国民の海外旅行は難しい
状況にあることから、同国からの訪日外客数の回復は当分進まないとみている。実際、図表5におけるロシアからの訪日外
客数の回復率も11.3％と低い水準にとどまっている。

図表6　コロナ前後における各国通貨の対円レート（2019年平均→22年10月）

40.8
34.9 34.7

30.8 30.5 29.6 29.3 29.0
23.7 23.6

19.6 19.1 18.8 18.7 18.7 18.7 18.7
15.5

10.4 10.4

0
5
10
15
20
25
30
35
40
45
（対円レート変化率、％）

円安・自国通貨高

韓
国

タ
イ

イ
ン
ド

ス
ペ
イ
ン

イ
タ
リ
ア

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

フ
ィ
リ
ピ
ン

マ
レ
ー
シ
ア

英
国

豪
州

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ベ
ト
ナ
ム

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

中
国

台
湾

カ
ナ
ダ

香
港

米
国

ロ
シ
ア

（備考）各種資料より作成



	 調　査	 9

高が進んでいないことに加えて、1人あたり旅行支出が小さいことが影響して7,882円と小幅

な増加にとどまっている。

　そして、この円安による1人あたり旅行支出の押上げ効果も考慮し、23年のインバウンド消

費を試算すると、22年10月の訪日外客数の回復率がそのまま続く「客数未回復ケース」では

1.2兆円弱まで回復し、19年のインバウンド消費（4.7兆円）の4分の1程度を取り戻すことに

なる（⑭、⑮）。なかでも、回復率が高いのがベトナム（85.5%）であり、訪日外客数の回復率

（66.3%）と円安・自国通貨高（29.0%）の双方が押上げに寄与している。次いでインバウンド

消費の回復率が高い韓国（69.9%）は、円安による押上げ効果（10.4%）は大きくないものの、

訪日外客数の回復率（63.4%）が高いことが後押しとなっている。一方、中国は円安の恩恵は

大きい半面（29.6%）、訪日外客数の戻りが極端に弱いことが影響して（3.6%）、インバウンド

消費の回復率は一桁台にとどまっている（4.6%）。

図表7　インバウンド消費の23年試算と回復率（国別）

（備考）1．円安変化率（⑩）は19年平均と22年10月を比較。その他の円安変化率（⑩）は各国変化率の単純平均
2．インバウンド消費（19年）の全体（⑬）は4.7兆円と、クルーズ客を除いた分だけ図表2の金額（4.8兆円）より少ない。
3．日本政府観光局（JNTO）、法務省「出入国管理統計」、観光庁「訪日外国人消費動向調査」より作成
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1人あたり
旅行支出
（19年）

円安
変化率

23年試算 1人あたり
旅行支出
増加額

インバウンド
消費

（19年）

23年試算

回復率

23年試算

回復率 差額1人あたり
旅行支出
【円安反映】

インバウンド
消費

【客数未回復】

インバウンド
消費

【客数回復】

（円） （％） （円） （円） （億円） （億円） （％） （億円） （％） （億円）
⑨×⑩ ⑪－⑨ ⑨×④ ⑪×⑥ ⑭÷⑬ ⑪×④ ⑯÷⑬ ⑯－⑭

全体 158,531 ― ― ― 47,331 11,833 25.0 59,839 126.4 ＋48,006
韓国 76,138 10.4 84,020 ＋7,882 4,240 2,964 69.9 4,679 110.4 ＋1,715
台湾 118,288 30.5 154,395 ＋36,107 5,452 624 11.4 7,116 130.5 ＋6,492
香港 155,951 34.7 210,083 ＋54,132 3,512 960 27.3 4,731 134.7 ＋3,771
中国 212,810 29.6 275,820 ＋63,010 17,016 783 4.6 22,054 129.6 ＋21,271
タイ 131,457 10.4 145,184 ＋13,727 1,731 449 26.0 1,912 110.4 ＋1,463
シンガポール 173,669 29.3 224,578 ＋50,909 851 377 44.3 1,100 129.3 ＋723
マレーシア 133,259 19.1 158,730 ＋25,471 663 143 21.6 790 119.1 ＋647
インドネシア 131,087 23.7 162,168 ＋31,081 538 218 40.4 665 123.7 ＋448
フィリピン 107,915 18.8 128,232 ＋20,317 658 179 27.3 782 118.8 ＋602
ベトナム 177,066 29.0 228,362 ＋51,296 875 748 85.5 1,129 129.0 ＋380
インド 157,244 15.5 181,615 ＋24,371 273 137 50.0 315 115.5 ＋179
英国 241,264 19.6 288,617 ＋47,354 996 186 18.7 1,192 119.6 ＋1,006
ドイツ 201,483 18.7 239,127 ＋37,644 462 189 40.9 549 118.7 ＋360
フランス 237,420 18.7 281,778 ＋44,358 797 267 33.4 946 118.7 ＋680
イタリア 199,450 18.7 236,714 ＋37,264 323 118 36.4 384 118.7 ＋266
スペイン 221,331 18.7 262,684 ＋41,352 287 70 24.3 341 118.7 ＋271
ロシア 183,015 40.8 257,661 ＋74,646 217 34 15.9 306 140.8 ＋271
米国 189,411 34.9 255,585 ＋66,174 3,222 1,546 48.0 4,347 134.9 ＋2,801
カナダ 181,795 30.8 237,735 ＋55,940 667 234 35.2 872 130.8 ＋638
豪州 247,868 23.6 306,372 ＋58,504 1,514 437 28.9 1,872 123.6 ＋1,435
その他 221,514 23.8 274,182 ＋52,668 3,035 1,170 38.5 3,757 123.8 ＋2,587
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　このように訪日外客数の戻りと為替相場の動向の双方を勘案すると、客数未回復ケースでは

韓国（2,964億円）と米国（1,546億円）でインバウンド消費の総額が大きくなるため、当面は

これら2か国が回復を主導すると考えられる。

　他方、訪日外客数が徐々に戻ってくるという前提に立てば、インバウンド消費もこれに合わ

せて増加していくことになる。そこで、円安進行を考慮した1人あたり旅行支出（⑪）に、19

年の訪日外客数（④）を掛け合わせたものを23年のインバウンド消費（客数回復ケース、⑯）

とすると、全体で6兆円近くに達し、コロナ前の19年水準だけでなく、岸田首相が所信表明演

説で目標として掲げた5兆円を上回る規模となる。国別にみると、中国のインバウンド消費が

2.2兆円と全体の3分の1超を占める規模にまで膨らむ。ゼロコロナ政策下からの急回復とな

るため、増加額も2兆円を超える大きさとなる（⑱）。これに続くのが台湾（7,116億円）、韓

国（4,679億円）、米国（4,347億円）であり、英国（1,192億円）やベトナム（1,129億円）とい

った国々のインバウンド消費も、円安の影響を受けて1,000億円を超える規模にまで拡大する

と試算できる。

（3）23年インバウンド消費の品目別試算

　次に、19年の実績を基に23年インバウンド消費の客数未回復ケースと客数回復ケースのそ

れぞれにおいて、品目別の回復度合いにどのような差が生じ得るのかを確認してみた（図表8）。

まず、客数未回復ケースでは宿泊費（29.0%）や飲食費（28.3%）、交通費（28.3%）、娯楽等サ

ービス費（27.5%）などが全体（25.0%）を上回る回復率となっている（㉓）。より細かな分類

で見ると、交通費ではJapan	Rail	Pass（32.6%）やバス（34.3%）などで回復率が高くなって

おり、滞在期間の長い欧米諸国のインバウンド消費の戻りが速いことが影響したとみられる。

また、娯楽等サービス費ではゴルフ場（30.9%）やスポーツ観戦（31.6%）、マッサージ・医療

費（40.9%）、展示会・コンベンション参加費（32.0%）などの回復率が、買物代では酒類（30.4%）

と生鮮農産物（34.1%）などの回復率がそれぞれ高くなっている。逆に、回復遅れが心配され

るのが買物代のうち、化粧品・香水（10.1%）や宝石・貴金属（11.8%）、時計・フィルムカメ

ラ（13.3%）などである。中国の訪日外国人客による爆買い急減を反映された結果と考えられる。

　一方、客数回復ケースでは買物代（127.6%）の回復率が全体（126.4%）を上回るのに対し、

宿泊費（125 .9%）や飲食費（125 .8%）、交通費（125 .9%）、娯楽等サービス費（125 .5%）は全

体を下回るなど、客数未回復ケースとは対照的な動きとなっている（㉔）。これは客数回復ケ

ースにおいて中国からの訪日外客数が19年水準まで戻ってくると想定されていることが大き

く影響している。中国からの訪日客が回復すれば、爆買いに関連した品目のインバウンド消費

が急拡大することも期待できよう。
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図表8　インバウンド消費の23年試算（品目別）

（備考）1．オレンジ部分は上位10品目、青色部分は下位10品目を示す。
2．日本政府観光局（JNTO）、法務省「出入国管理統計」、観光庁「訪日外国人消費動向調査」より作成

⑲（⑬） ⑳（⑭） ㉑（⑯） ㉒（⑱） ㉓（⑮） ㉔（⑰）

インバウンド
消費

（19年）

23年試算 23年試算

差額

23年試算 23年試算
インバウンド
消費

【客数未回復】

インバウンド
消費

【客数回復】

回復率
【客数未回復】

回復率
【客数回復】

（億円） （億円） （億円） （億円） （％） （％）
㉑－⑳ ⑳÷⑲ ㉑÷⑲

全体 47,331 11,833 59,839 ＋48,006 25.0 126.4
宿泊費 14,132 4,095 17,792 ＋13,697 29.0 125.9
飲食費 10,372 2,936 13,050 ＋10,114 28.3 125.8
交通費 4,977 1,410 6,266 ＋4,857 28.3 125.9

航空（日本国内移動のみ） 166 46 208 ＋162 27.7 125.5
Japan	Rail	Pass 1,056 344 1,324 ＋980 32.6 125.4
新幹線・鉄道・地下鉄・モノレール 2,284 610 2,880 ＋2,271 26.7 126.1
バス 263 90 324 ＋234 34.3 123.3
タクシー 508 150 639 ＋489 29.6 125.9
レンタカー 629 154 800 ＋646 24.4 127.2
船舶（日本国内移動のみ） 18 4 23 ＋19 20.3 127.2
その他交通費 53 12 67 ＋55 22.7 126.0

娯楽等サービス費 1,906 525 2,391 ＋1,867 27.5 125.5
現地ツアー・観光ガイド 230 66 289 ＋223 28.8 126.1
ゴルフ場 20 6 25 ＋19 30.9 123.6
テーマパーク 564 139 707 ＋568 24.6 125.2
舞台・音楽鑑賞 82 23 102 ＋79 28.3 124.8
スポーツ観戦 219 69 270 ＋201 31.6 123.5
美術館・博物館・動植物園・水族館 310 84 393 ＋309 27.0 126.5
スキー場リフト 105 23 134 ＋111 22.2 128.1
温泉・温浴施設・エステ・リラクゼーション 87 23 110 ＋87 26.2 125.7
マッサージ・医療費 49 20 61 ＋41 40.9 124.9
展示会・コンベンション参加費 18 6 23 ＋17 32.0 123.8
レンタル料（レンタカーを除く） 23 6 29 ＋24 23.9 126.3
その他娯楽等サービス費 198 60 248 ＋188 30.3 125.2

買物代 15,922 2,860 20,313 ＋17,453 18.0 127.6
菓子類 1,705 431 2,138 ＋1,708 25.3 125.4
酒類 492 149 617 ＋468 30.4 125.4
生鮮農産物 123 42 156 ＋114 34.1 126.9
その他食料品・飲料・たばこ 947 246 1,195 ＋949 25.9 126.1
化粧品・香水 4,311 435 5,549 ＋5,115 10.1 128.7
医薬品 1,512 225 1,939 ＋1,714 14.9 128.3
健康グッズ・トイレタリー 666 112 853 ＋741 16.9 128.1
衣類 2,141 480 2,726 ＋2,245 22.4 127.3
靴・かばん・革製品 1,767 294 2,258 ＋1,964 16.7 127.8
電気製品（デジタルカメラ／PC／家電等） 700 127 892 ＋765 18.1 127.5
時計・フィルムカメラ 566 75 729 ＋653 13.3 128.7
宝石・貴金属 190 22 246 ＋223 11.8 129.0
民芸品・伝統工芸品 246 69 312 ＋243 28.2 126.8
本･雑誌･ガイドブックなど 82 24 104 ＋80 29.4 126.4
音楽・映像・ゲームなどソフトウェア 125 31 157 ＋126 24.8 126.2
その他買物代 350 96 441 ＋345 27.4 126.0

その他 22 8 26 ＋18 37.4 120.3
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（4）23年インバウンド消費の都道府県別試算

　次に、23年インバウンド消費を都道府県別に試算した場合、客数未回復ケースと客数回復ケ

ースで回復度合いにどのような違いが生じるのかを確認した。まず、図表9では客数未回復ケ

ースにおける各都道府県のインバウンド消費が、コロナ前の19年と比べてどれくらい回復す

るのかをみた。最も回復率が高いのが山口（39.5%）であり、これに福岡県（35.3%）、大分県

（34.1%）、長崎県（31.5%）、広島県（29.1%）が続いており、中国地方や九州地方で相対的に

高くなっていることが分かる。これらの県ではインバウンド消費の戻りが速い韓国や米国から

の訪日外国人を多く受け入れていることから試算される回復率も高いものとなっている。

　逆に、インバウンド消費の回復率が最も低いのが静岡県（7.3%）であり、これに山梨県（7.4%）、

奈良県（7.5%）、愛知県（8.6%）、京都府（10.9%）が続いており、東海地方や近畿地方に集中

している。これら府県に共通しているのは、訪日外客数の回復が伸び悩む中国や台湾からの訪

日外客数が多いことであり、インバウンド消費の回復初期は他の都道府県に比べて戻りが弱く

なる可能性が指摘できる。

　同様に、円安の恩恵も受けつつ、コロナ前の19年水準まで訪日外客数が戻ってくる客数回

復ケースにおける各都道府県の回復率を見たのが図表10である。このうち、最も回復率が高

いのは岩手県（130.1%）であり、これに徳島県（129.7%）や秋田県（129.3%）、福井県（129.3%）、

愛媛県（129.3%）が続いている。東北地方や四国地方などが相対的に高く、コロナ前よりもイ

ンバウンド消費が3割近く増加する計算となる。これらの県では、自国通貨に対する円安が特

に進んでいる台湾や香港、米国からの訪日外国人客を多く受け入れていることが回復率の高さ

へとつながっている。

　一方、山口県（121 .7%）や福岡県（122 .0%）、大分県（122 .7%）、長崎県（124 .2%）、佐賀

県（125.1%）といった九州地方では回復率の低い県が多くみられる。これらの県の多くは相対

的に円安・自国通貨高が進んでいない韓国からの訪日外客数が多いことが、かさ上げ効果を限

図表9　23年インバウンド消費の回復率試算（都道府県別、19年比）　【客数未回復ケース】
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（備考）日本政府観光局（JNTO）、法務省「出入国管理統計」、観光庁「訪日外国人消費動向調査」より作成
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定的なものにしている。

　客数未回復ケースと客数回復ケースにおける都道府県ごとの回復率を散布図にしたのが図表11

である。これをみると「当初は回復が速く進むものの、その後の伸びしろは小さい」という特

徴を持つ県と「当初は回復が遅れるも、その後の伸びしろは大きい」という特徴を持つ都道府

県に分けることができる。中国のインバウンド消費回復の影響などから、先行きインバウンド

消費は客数未回復ケースから客数回復ケースへ徐々に移っていくと想定され、都道府県によっ

てそれぞれ回復パスに違いが生じることは認識しておく必要があろう。

図表10　23年インバウンド消費の回復率試算（都道府県別、19年比）　【客数回復ケース】
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（備考）日本政府観光局（JNTO）、法務省「出入国管理統計」、観光庁「訪日外国人消費動向調査」より作成

図表11　23年インバウンド消費の回復率（都道府県別）　【客数未回復ケースと客数回復ケース】
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3．本格回復に備えて付加価値の高い商品・サービスの準備が必要

　本稿における23年のインバウンド消費は、各国通貨の対円レートが直近の水準から変化し

ない、訪日外客数が19年の水準を回復するなど、やや大胆な前提を置いて試算したものでは

あるが、①日銀が超緩和的な金融政策を当面続ける公算が大きいことや、②国内外において出

入国緩和の流れが続くと見込まれることなどを考慮すれば一定の蓋然性を有するものと考えら

れる。

　これまでの論述の繰り返しとなる部分はあるが、今回の23年インバウンド消費の試算結果

は大きく以下の3点に集約できよう。

⃝　	訪日外客数が戻ってこない「客数未回復ケース」では、韓国や米国のインバウンド
消費が主導する形で1.2兆円程度（25%）まで回復すると見込まれる。

⃝　	訪日外客数が19年水準まで戻る「客数回復ケース」では、中国人客の復活などによ
ってインバウンド消費は6兆円近く（126%）まで回復するとみられる。

⃝　	品目別・都道府県別にみたインバウンド消費は、中国からの訪日外客数の影響など
を受けて、回復パスに違いが生じる可能性が高い。

　こうした試算結果を勘案すると、インバウンド消費の回復遅れが見込まれる都道府県や、品

目を取り扱う企業では当分の間、国内観光客の需要取り組みに注力していくことが現実的と言

えよう。他方、コロナ禍で大幅に円安が進んだため、訪日外国人客1人あたり旅行支出が増え

ると想定されることから、訪日外客数の本格回復に備えてコロナ前よりもさらに付加価値の高

い商品やサービスを提供する準備を整えておく必要もある。




